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∗  本稿は、(独)経済産業研究所におけるプロジェクト「労働市場制度改革」の一環として執筆されたもの
である。 
1  本稿は、樋口（2007）を参考に拡張・修正したものである。 
RIETI ディスカッション・ペーパーは、専門論文の形式でまとめられた研究成果を公開し、活発な議論
を喚起することを目的としています。論文に述べられている見解は執筆者個人の責任で発表するものであ
り、 （独）経済産業研究所としての見解を示すものではありません。 1 
 
 










られ、使用者は 1 日 8 時間、1 週間に 40 時間を超えて労働させてはならず、毎週少なくと




賃金の 2 割 5 分以上の賃金割増を払わなければならないとし、労働基準監督・助成を行っ
てきた。 
  そして 2008 年には、時間外労働を削減し、年次有給休暇の活用を促進するため、新たに
労働基準法の一部が改正されることになった。これにより、企業は限度基準告示上の限度
時間（例えば 1 カ月 45 時間、1 年間 360 時間）を超えて時間外労働をさせるには、賃金割

















２  経済学における労働時間決定に対する考え方 















基準からみて望ましくない状態が生じることになる（樋口（1996） ） 。 
 
２．２  政府の労働時間規制が正当化される条件とその場合の対応法 



































































































的として、 （１）労働者の健康の保持、 （２）文化的生活の確保、 （３）母性の保護、を挙げ
ている。そしてその後の展開の中で、伝統的な目的に加え、 （４）雇用平等の実現、 （５）
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